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皿 監査教育の立場と課題
「•教育問題は，終着駅のない問題である」と言われている。教育ほ，時代の
変化・社会的変転に遭遇しながら太古より歴史的存在として存続してきた。
そのように生存を持続してきたのほ，教育が連続的な統一的意味をもち続け
たことによるのである。問題が完了的に終止しないのほ，教育の本来的使命
すなわち人間形成に完結的終止符を打つことができないこと，ならびに教育
的環境（教師・学生その他を含む広義の環境）の変転に伴う問題の尽きない
ことによるのだと思う。
教育の問題性および社会的機能が上述のとおりとすれば，今日の多元的大
学において，理想的教育が教育的環境に無差別に成立するとほ考えられない。
特定の意図的教育に対してすら，その計画自体の目的・内容・方法について，
「観念の競合」や「思想の対立」は免れず，さらに利害関係の結びつきやす
い教育制度の問題に関係してくると，複数的な構造を保証する思考・行動お
よび態度が続出し，しかも，その論理の正確性・厳密性の基準を見出し難い
ので，論議ほ帰ーすることのない状況となる。従って，その計画が実施され
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るまでの過程において，あれこれとむしりとられ食いちぎられて，よく言え
ば最大公約数的なもの，悪く言えばヴィジョンの乏しい変哲のない，教育的
価値の発見に苦労する種類のものになる公算が少なくない。
もともと，民主主義は社会の多元性を許容するところに，その本領がある
の芦から，民主主義社会を基盤とする大学において，教育の意味や価値観お
よび価値基準に多様性をみなければ，むしろ，その方が不健全な不思議な現
象と言わねばならない。
そのように対立や葛藤の先鋭化した教育的状況の下では，「経営監査」のよ
うな新興科学は，かつての経営学の創成時にドイツの学界で発生したように，
「科学的ビューリタニズム」の無関心や傍観的態度はまだしも，誹謗を浴び
せられることも覚悟せねばならないだろう。しかし，そうした行動が，結局，
不毛に終わる歴史のーコマであることは，教育史をひもとくまでもなく知ら
(1) 
れることである。
さて，上述のような教育的状況のなかで，経営監査（以下では，単に「監
査」と略す）の教育を，どのような立場から，どのような課題で取り組むか
を，はじめに明らかにしておきたい。
(2) 
「教育は，大学の第一義的機能でない」と論ずるものも少なくない。また
「大学教師も大学の関心も，学生の成長性など本気で心配していない」とも
言われる。トインビーは，『創造的な研究と独自の執筆活動をしながら，並行
的に負担の重い教育の仕事を引受けることが可能か否かに問題がある。さら
に重大なことは，教師の仕事に避けられぬ反復性が，創造的な仕事のために
いつも鋭くしておきたい精神の鋭刃を鈍らせることである。』 という。 （ト
イソビーとの対話「学問と教育」）そのような雰囲気のなかでは，大学教師は，
それぞれの教育観や世界観の織り出す意識構造に基づいて注入教育をする以
外は然るべく済ませ，あとは専ら各自の専門分野を意味するような学問的研
究に没頭する有様が今日的な普通の状況といえよう。
(1) 拙論「欧州における経営教育と権威主義」関西大学商学論集第4, 5, 6合併
号（昭和43年2月） p.8. B・ベリンガー著高橋俊夫訳「経営経済学小史」 p.116. 
(2) David Riesman & Christopher Jencks" "Academic Revolution, 1968.’'国弘
正雄訳「大学革命ー変革の未来像」 (1969年3月） p.46. 
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しかし，本稿では，研究と教育の兼担を最大限に効果的に遂行しようとす
る意欲的な教育的立場から論を進めることにしたい。そして下記の課題に取
り組むつもりである。
(1) 経営監査の業務遂行に必要な知識・技能は何か。この問題は教育の内
容にかかわるものであって，カリキュラム構成の思考にも関連してくるので
ある。
(2) 経営監査人に必要な特質を養成するための教育的基準が設定できるか。
つまり，監査人の資格をうるための教育の内容や方法を決定する基準が設定
できるかという問題である。
(3) 将来性のある監査人には，どのような未来学的教育・訓練が必要か。
おもうに，技術革新・流通革命・消費者構造の変化・公害問題の発生など
社会的・経済的・法律的変化や流動する諸他の環境に対応して監査の職務を
遂行するにほ，今日的教育のみでは十分でなく，未来学的教育が要望される
のである。
もともと，教育は歴史的社会における人間の未来にかかわる営為であるか
ら，上のような見解も至当と言いうるが，人間に関する事象が将来どんな針
路をとるかほ予測できない。また，人間のもつ選択の自由がどのような形を
とるかも予知できない。従って，たとい人間の歴史に見出される規則性・均
一性および反復性というパター｀クから若干の類推はできても，その推測の確
率を保証することはできない。その意味から未来学的教育など到底不可能な
ものだと反論するむきもなくはない。しかし，教育の未来への意欲的計画を
無益視する強い根拠はない。また，不可能を固定視するのも正しくないと思
う。
W 経営監査の教育内容
教育内容には，広狭の意味がある。狭義では教育目的を達成するための媒
体としての教材を意味し，広義では，教材に教育方法を含めた総合的なもの
と解する。ここでは，広義に解しておく。
教育内容に関しては，種々な問題が提起されるが，本稿では，後述の事項
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との関連から形成の過程・構成の様式・内容の適性基準の問題に限定して概
括的に述べることとする。
教育内容の形成過程において支配的な作用力をもつのほ，教育的価値意識
と社会的条件（教育的条件を含む）である。両者は，その論理性と存在様式
を異にするので対立を免れない。そこで内容の形成のためには，その対立を
調整する過程で思考していかねばならない。
次に，構造様式から考察すると，事実・事態に関する事項と価値判断に関
する事項とが取り上げられる。前者は，客観的・実証的事実を研究対象とし，
それを分析・解明し，体系的に組織づけて編成するものであって，その間の
思考操作ほ，専ら論理的に没価値的に行われる。その成果たる原理・原則が
内容の構成要素となる。後者は行動（実践）の合目的性・能率性等の価値判
断をなし，その成果としての行動原理（規範）が教育内容の要素となる。
上のように，両者は，構造様式および論理性を異にするが，孤立疏遠の関
係におくべきでなく，前者は常に実践過程に即応して自らの形を構成してい
き，かえってまた，後者を導き出す仕組みで教育内容の構成に当たらねばな
らない。この見解ほ，後述の経営監査学（論）の構成理論と実践理論との関
係に展開していくのである。
教育内容の適性基準として，一般に認められた基準は，（1）学習者の質と量，
(2)学習者の将来の発展動向，（3）学問の本質の三基準である。ここでは，第二
の基準である学習者の将来性に着目し，それを経営監査という職業に関連さ
せて考察していこう。それは，監査の業務内容を分析して，そのなかから陶
冶材を選択し，それを集収して系統的に組織・編成せんとする方式である。
なお，この方式は，さらに「活動分析法」と「問題領域法」とに分類される。
「活動分析法」は，『教育は成人生活を形成し，もしくは志向する種類の活動
をなしうるように学習者に準備させることである。』 という教育観に基づい
て，文化財の客観的世界を監査の現実社会へ展開することを意図する方式で
ある。 「問題領域法」は，思弁的な抽象的思考操作によって，監査業務を科
学的に分析し，監査実践で当面する諸問題の解決能力をめざす方式である。
ここでは，両者を，ことさら区別せずに，総合的に考察することにした。す
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なわち監査活動を教育内容という視角から把え，諸領域内の業務内容と問題
性を追求した。こうした検討が，さきに挙げた研究課題である「経営監査の
業務遂行に必要な知識・技能の性質」を明らかにすることになると思う。
経営監査における業務内容と問題性
会計監査の主要な業務内容は，財務諸表による企業の財政状態と営業成績
の監査である。ところが， 日進月歩の技術革新・流通機構の変革・経営の概
念と用具の発達が，経営活動の内容を増大化・多様化し，外境に対する挑戦
的態度をますます強化させてきた。従って，激しくゆれ動く経済・社会・政
治・法律のなかで，戦略的意思決定をなすことは容易ならぬ仕事となった。
そこで単なる会計情報だけに依存するわけにいかず，営業の特種分析や調査
研究の成果を含む諸情報と情報システムが必要不可欠になったのである。
『意思決定において情報使用の方法は，比較的知られていない。そのような
知識がなければ，種々な会計制度や情報が意思決定上もつであろう諸結果を
予知することは困難である。』『もし会計情報が，対象となっている意思決定
をするに不適当と決定者が考えるならば，会計情報の変化は，彼の決定に作
用しないだろう。意思決定者がいだく会計情報の概念は，諸他の情報が利用
できる場合に，意思決定過程において，会計情報に与える重要度に影響する。
諸他の情報の利用度は，意思決定過程において会計情報に対して，決定者が
(3) 
振り当てる重要度の重要な決定要素である。』
とくに戦略的意思決定には，少なくとも下記の情報関係が監査人の納得が
行くものでなければならない。
1. 経営に影響を与える諸事情について信頼しうる綿密かつ的確な情報を確
保し，それを適切にタイムリーに流しているか。
2.販売戦略の用具である自社の製品（または販売品ー以下同じ） ・価格・
阪売経路・販売促進（広告・宜伝を含む一以下同じ）等に関する方策と実
施の情報は確実なものか。
(3) William]. Bruns, Jr. "Accounting Information and Decision Making: Some 
Behavioral Hypotheses," Accounting Review July, 1968, p. 469. 
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3.一般景気の動向に照合して，自社の販売傾向を批判するに必要な情報を
得ているか。
4.競争会社の販売品の品質・数量・価格・販売経路・販売促進・市場占有
率・在庫品等に関する情報の管理状態ほどうか。
5.将来のマーケティング活動の可能性に関し洞察や予測を可能にする情報
を入手できるか。
6.予算の編成ならびに設定されている能率性や収益性の適正基準を再吟味
するために必要な数値的情報を確保しているか。
元来，経営監査ほ，多岐多端な課題をはらむ経営管理を対象とし，その欠
陥や不規則性および不能率を明らかにし，可能な改善策を提示するという，
いわば経営管理の業務遂行を管理統制する上のチェック・システムの一環と
して要請されたものである。
従って従来の P/LゃB/Sの監査以上の監査が要求されるのである。すな
わち，その監査領域はA経営の目的， B計画， C組織， D政策， Eシステム
・手続， F営業方法， G統制方法， H人的物的資源の利用などの広域に及ん
(4) 
できたのである。そこで，上述の意味を体する監査の業務内容を領域と問題
の双方から検討して，それと監査教育のカリキュラム構成との関連性を思考
してみることにした。
A. 目的・目標の監査
目的監査の第一義は，全社的目標と部門（機能）別の目標との相互関係の
矛盾ならびに現在と将来との目標間の矛盾の有無を検討することである。一
般的に言えば，企業目的の内容にほ，経営と成果の文脈で把える企業の生存
・成長性・収益性に関するものと，社会的責任を意識する内容を含まねばな
(5) 
らない。また，その機能は，経営を指導し，指図し，あるいほ動機づける基
礎を与えるものであって，かつ目的達成の可能なものでなければならない。
(4) William p. Leonard, The MANAGEMENN AUDIT. An Appraisal'of Ma-
nagement Method and Performance, 1961. pp. 46~73.参照。
(5) 拙論「社会的監査」 (Socialaudit)日本内部監査協会 IAANews No. 41 (36. 
8. IO) p. 1.および「経営者の社会的責任の構造」関西大学経済・政治研究所第24
冊 (1968)pp. 25-29. 
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さもないと，その意義を失うのである。いま一つ看過できないことほ，社会
的経済的変化に対して柔軟性をもつか否かの問題である。目的の生命を支え
るものほ，その性能にあるからである。
B.計画の監査
いかなる監査領域においても，全社的目標と計画との相関々係を看過して
はならない。経営活動が所期の目的を達成するにほ，経営計画が目的志向的
に経営活動を統一的なチームワークに仕立てるように秩序づけるものでなけ
ればならない。
計画監査における具体例を生産計画にとると，生産の専門化・単純化・規
格化・差別化についての計画，生産要素についてほ，原材料・部品・労働力
・工場設備（機械・エ具を含む）に関する計画，さらに生産の統制にほ，必
要な工学的測定や会計的測定の基準を用意する計画など，その各計画が全社
的目標に協調しながら，効果的なものでなければならない。機能する各部分
ほ，機能する全体との関連において，はじめて完全な意味をもちうるから。
販売計画についてほ，常規的計画だけでなく，戦略的阪売活動に関する計
画も策定する必要がある。すなわち，製品・価格・販売経路・販売促進等の
各要素が能率と収益を挙げるような計画でなければならない。監査ほ，それ
らの諸視点を貫通する計画であるか否かを吟味すべきである。
上述の生産および販売の諸管理を円滑かつ活澄に運行するためにほ，組織
機構や人事管理などとの連関的協働が必要なことは，あらためて言うまでも
ない。
C.組織機構の監査
現代の経営者は，いかに有能であってしなんらかの堅実な現実的組織に
よらずして十分な管理能力を発揮することは難しい。そこで次の諸問題を検
査する必要がある。
1. 組織機構ほ，経営の諸機能を適切に，かつ現実的に反映しているか。計
画によって細分化された諸目標が合理的に各職位に配分され， しかも一体
となって協慟できる仕組みか。
2．経営活動に必要不可欠な機構や重要な組織を認識し，その各組織相互間
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の権限と責任関係が確立しているか。
3.権限と責任の委譲関係・首脳者と従属者間の命令系統や指導性が有効に
実施されているか。無資格者が重要な地位についていないか。
4.部門間の内的抗争の有無，チームワークの精神と調和の有無，成果に対
する責任感の状況はどうか。
5.変化する経済や社会環境に対する組織の弾力性と，処置の緩急性・処置
法の合理性・合目的性・合法性ほ充足されているか。
6.経営首脳者は，問題の過多，情報の過剰のために負担過重に陥ることほ
ないか。
要するに，組織監査においては，市場・製品・サービス・常規的あるいは
戦略的経営活動と組織機構との関連性を重視し，情勢の変化と命令系統の変
化，組織の弾力性，基本的権限と責任の所在の合理性や能率性を審査しなけ
ればならない。もし組織図表が利用されている場合には，そのなかの各要素
を分析して権限と責任の配分関係と実状との適合関係を調査するに利用する
ことができる。経営者のなかには，諸種の理由で組織図表の作成や配布をち
ゅうちょするものがいる。監査人はその間の事情を検討して助言・勧告をな
す必要もありうる。
D.政策の監査
政策は，経営活動の意図を概括的に示し，目的達成へのコースを遵守させ
るに指導的役割を果たす水先案内である。また，堅実な政策とその実施は，
経営活動に統一と調和をもたらし経営能率を高めるにも役立つのである。
政策監査の第一階梯は，経営の各領域に有効な政策の有無を調査すること
である。次に，その各政策の一般性と特殊性・明瞭性・積極性・経済性等の
性格を確める必要がある。そのためには，監査人自身が，政策の目的・妥当
性・実行可能性および制限的要因や決定的要因の内容について確知しておら
ねばならない。
第二段階は，関係者全員の政策の遵守状態を検査することである。遵守状
態の貧困が経営者の政策に対する無関心あるいは指導性の欠如に帰因するこ
とも少なくない。また明確な政策は，従業員の誤解や摩擦を招来するという
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懸念から，その作成を拒み，あるいは配布を制限ないし禁止する場合もある。
監査人は．その間の経緯を十分に審査して，適切な助言・勧告をなすことが
必要となる。
第三ほ，政策の評価をしなければならない。政策が企業目的と方法的に矛
盾しないか，経営計画に沿うものか，情勢の変化に適応できるかなどの価値
判断をしなければならない。この種の評価には，計数的に表示できないこと
も少なくない。その場合の評価の仕方が監査人の技侮をテストすることにな
ると言う説もある。政策監査の業務内容を，マーケティソグ関係に寄せて具
体例を示してみよう。
購買関係の政策監査においてキーボイントは，①購買に関する権限と責任
の存在形態，③各個購入に対する発注の適法性と合理性．⑧各個購入と購入
要求書のチェック・システムの有効性，④購入先の利用可能性と信用程度等
の監査である。なお購入監査の完遂には，購入の時期・品種と数量・価格・
購入経路・購入条件等に関する知識を監査人が所持すべきことほ言うまでも
ない。
販売関係の監査では，商品関係（品質・銘柄・スクイル等） ・販売価格・
販売経路・販売促進・販売員の選定や養成および監督の状況を政策と照合し
て監査する必要がある。いかに優秀な政策も，システムと手続の適切な支持
がなければ実効を挙げることはできない。次にその問題に触れていこう。
E. システムと手続の監査
システム・手続を設定する目的ほ，計画ならぴに組織の意図を現実化する
ことにある。経営者のなかにほ，これを製品やサービスほどに，研究開発す
る必要性を認識しないものがなくはない。従って，生産工程の改善および運
営に新規な方法を採用しながら，システム・手続の改善・強化がそれに伴わ
ないために，せっかくの生産性高揚の計画も実現しないことが少なくない。
そこで監査人t'i,まず，その策定の目的と立案に関する知識をもち，それが
企業利益への貢献度を十分に理解する必要がある。
本監査の目標ほ，旧来の慣行にある無駄・重複・不能率を発見して，これ
が改善への方途を助言・勧告することである。なお本監査の着眼点の主要な
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ものを指摘すれば，立案自体についてほ，次の諸点が問題になる。
1.経営目的の達成を促進するように立案されているか。有効に機動してい
るか。
2. その立案ほ，会社の組織機構の枠内で実施できるものか。
3. 最少犠牲の最大効果を納めるための統制方法を備えているか。
4. 各部門間の協力を促進するような手段を用意しているか。
5.要求されている機能を網羅的に内包しているか。
6. 責務遂行に必要な権限が委譲されているか。
7. 能率改善に向って変更が可能か。
そのほかにも，立案者・立案の場所・立案の方法・策定の過程などを確め
ておくことが立案の性格を知る上に有用である。
次に，、ンステム・手続の機動性に関する監査の要点を指摘しよう。
1. その機能ほ，会社の組織機構のなかに適当に位置づけられているか。
2.所定の計画を能率的に遂行するように稼働しているか。
3. その生産性は納得されるものか。
、ンステム・手続の評価において，その効率を正確に測定し難いこともある。
その場合には，事務運行の速度・正確性および秩序ある流れを検討すること
ができる。さらに具体的に言えば，陰路や事務の渋滞は発生しないか。誤謬
は事務に反映する仕組みか。スケジュール・報告は速かに完成するか。適時
に提示されるか。仕事量と従業員数との関係比率および月別比較の結果を精
査することがでぎるか。
経営者は，必ずしも優れた方法の効用を信ずるとは限らない。改善方法の
採用を逍巡することもある。その場合には，その効用について説明する必要
もありうる。
今日，多くの企業では，事務の簡素化，自動化・機械化等の開発に向って
研究努力が続けられている。監査人は，この新しい方向に対して十分の教養
をもたねぼならない。
大学教育において，「手続」を教えるべきか，その必要があるか，どの範囲あるいほ
程度まで含ませるかについては，「日本会計研究学会第19回全国大会（昭和35年5月13
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(6) 
日）」において，統一論題として円卓討論で論議されたことがある。
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リトルトンは「技術的な手続は，その手続に生命を与える目的物の背景さえ学ぺば
十分である。」「技術の学習よりも，その技術を必要とする，あるいは，その技術を存
(7) 
在せしめる背後関係の研究を重視すぺきである。」 と主張する。
これに対して，ハワード教授は，手続論を学習の対象とすることに意義を認めて，
次のようにいう。 「実際界で，マーケティング担当者が当面するであろう環境の構成
要素を，いきなり組織論で取り上げるよりも，それらの構成要素を組織的に処理でき
るように扱うところの手続に力を入れることによって組織理論の重要な部分を教える
ことができる。」『手続ほ企業においては，仕事を遂行する方法を記述するため成文化
されてお％具体的で，しかもプログラムの抽象的概念の多くの意味を伝達するため
(8) 
に使用されるからである。』 と「手続学習」の有用性を説明している。
私見を述ぺると，「手続問題」を教材に入るべきか否かの結論には，前述のように，
手続自体の本質から検討することのほかに，それを取り入れる教科の学習目的・配当
される履修期間などの教育的諸条件によって，その教育的価値が判断さるべきだと思
う。また，指導の仕方は，一々具体的に解説するに及ばず，実例はプリントによって
学習させその基本的思考形式だけを説明することもできると思う。
F.営業の監査
営業監査において，最大の関心事は営業が所期の利益を得て運営されてい
るか否かの問題である。この監査にほ，販売量・品種・販売時期・販売方法
（価格・経路・促進等の戦略を含む）など販売利益に直接的関係のある事項
だけでなく，経営組織・資金関係・人事管理の状況も関連的に検討し，批判
・評価する必要がある。
販売成績ほ，上記のような内部的販売努力に依存度ほ高いが，市場の変化
・競争状態・一般経済界の景況などの外境的影響に左右されることも少なく
ない。問題ほ，その種の数多い作用因を販売成績に関係づけて，その関係数
値を算定することの至難な点に生ずる。さらにまた， レオナルドが言うよう
に，営業の先見性をもつことの重要性も理解できる。しかし，それを現在の
営業成績への批判評価の引合いに出そうとするならば，その評定の正確性や
(6) （座長）青木倫太郎，円卓討論「会計教育」会計第78巻 5号（昭和35年11月）
pp. 71~107筆者は，その討論に参加した一人である。
(7) 拙論「会計教育の諸問題とその展開」本論集第10巻3, 4, 5合併号（昭和40
年11月） p.249 
(8) 拙論「ハワードの教授過程論」本論集第12巻2号（昭和42年6月） p.1 
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的確性を保証する根拠を見出すのは容易ではない。しかし部分的な先見性ほ，
趨勢（傾向）性の分析や損益分岐点等の技法を用いて若干ずつ開示されてい
るから監査人は，この方面において測定技法の開発に研究努力を期待される
(9) 
であろう。
「原価管理」は経営の各分野で重要な役割を果しているが，営業利益の算定
にも必要不可欠な用具である。ただ生産費と異なって販売費ーとくに販売促
進費ーには数値的に表現しえない犠牲 (cost)がある。また数値に表示されて
も費用収益対応の原則や費用配賦の算定法が生産費のように判然と適用でき
ぬ場合もある。販売費原価の管理に一層の精密性・正確性が望ま・しいわけで
ある。
G.統制方法の監査
経営の統制方法には，経営実績を， 目標・標準あるいは規定などの意図的
成績と比較検討することが必要であるが，両者の差異を分析し，その原因を
確めて，これが修正に必要な手段を講ずる方途を案出することは，一層重視
されねばならない。
いかなる経営分野においても，それぞれの業績を評価するためのなんらか
の統制方法をもっしまずである。その統制方法が，システムと手続に支えられ
ると，統制者・統制方法が明確化されるので，その制度的関係から統制能力
を検討する道も見出すであろう。
管理の密度が統制頻度に影響される場合には，監査人の継続的な精密検査
を要するのである。這般の諸事情をふまえて，適切に業績を測定・評価し，
統制方法の欠かんが判明すれば，改正について助言・勧告をなすことができ
るであろう。
H．人的物的資源の監査
企業は人的資源の高度効率化を目指して，各経営面で，人事政策や労務計
画を策定するのが一般である。それらは，通襦，文書で表現されるので，監
査人は当該書類を閲覧して労働条件・報償計画・教育計画等を知ることがで
(9) Douglas P. Gouldは，その著 MARKETINGFOR PROFIT, 1961. pp. 59 
~110.のなかで損益分岐点の技法をマーケティングに寄せて数多く例示している。
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きる。
そのほか，職務分析 (Jobanalysis)や職務の専門化 (Jobspecification)，面
接方法・従業員の配置転換・再分類法などの具体的用法についてほ，行動科
学的研究成果も取り入れて慎重に検討し評定する必要がある。
物的資源の利用価値は，企業の種類によって同一ではない。監査人は，物
的資源と営業成績との相関々係の有無および程度を検討すべきである。物的
資派の利用価値は，単に物自体の価値だけで規定できるものではなく，配置
の場所・原材料や労働力の入手状況，市場・交通・運送等との関係によって
きまることが多い。従って，そうした関連的事項への思考も必要である。
そのほか，物的資源の維持・開発・消費・配分等に関する政策またほ計画
・システム等に関する実状ならびに減価償却や資本効率についても慎重に吟
味しなければならない。この種の監査においては，物理的性能や経済的価値
について批判的見識が必要であるが，とくに品質や数量の測定・評価の方法
に関する知識・技能を欠くことはできない。
これまで述べてきた監査業務の領域と問題性は，専ら教育内容の教材とし
て取り上げた少数例であって，その悉くをつくしているものでないことは言
うまでもない。また．監査実践を中心として思考したのは，「教育を成人生活
への同化作用を志向するもの」という教育観に依拠するだけでなく，実際問
題として，監査教育の教育的価値実現の場が監査実践の場であること，なら
びに本教育の学習指導の中核的対象領域が監査実践の中に求められることの
事由にもよるからである。
V 経営監査のカリキュラム思考
既述のように，監査の教育内容を監査実践の業務内容から選集し編成する
ことは極めて重要であり不可欠でもあるが，この方式には二つの厄介な問題
を招来する。その一つは，監査実践の内容を学習の対象をすることの可能性
と教育的価値に関する問題である。その二氏実践理論と経営監査学（論）
の構成理論（純理論）との不連続性の連系づけに関する問題である。第一の
問題については，次のように考えられる。
106 (378) 経営監査の教科的性格 (2)（冨山）
大学教育は現場（職場）教育ではない。右から左へ直ぐ実用に役立つ教育
でなくてもよい。元来・監査実践は事実・事態の認識知・監査的熟慮・監査
行為・価値判断等の複合体であるが，その中で教材となりうるのほ知識材で
あって，行為自体は伝達の対象になり難い。また，その知識材にしても，そ
のままを全面的に取り上げることは教育的価値からみて妥当性に乏しい。履
修期間の制限からも不可能である。カリキュラムの編成にほ，文化財と経験
知のなかから適当な陶冶材を採取し，それを体系的に組織し編成するという
集大成方式が必要である。場合によっては「ミニマム・エッセンシャルズ」
の思考を導入することもありうる。
『Minimumessentialsの原義は「最低必要星」という意味であって，教育においてほ
教育内容，教材の最低必要量のことを指しており，基本教育内容ということもある。
例えば F.Bobbittたちは，活動分折法 (activitiesanalysis)に立ち，基本教育内容を
析出しようと試みた。』（日本教育社会学会編「教育社会学辞典」 p.952. 
第二の問題である「監査の実践理論と監査学の構成理論との断絶を連系さ
せる問題」は難解な問題である。しかし監査学の科学性を確立するためにほ
通過せねばならぬ関所である。ここでは，教育課程の構成要素という視点で
両者を取り上げていきたいと思う。
端的に言えば，監査の実践理論ほ，実践的法則の束であって，監査実践の
合理性・能率性に対して教導的役割と評価的役目を果たすものである。実践
的法則は，経営現象を成立させている経済・社会・政治・法律等の諸条件を
分析して，そこに見出される普遍的な傾向性を把え，それを経営目的に稼慟
させる技術を用いる過程において生産される果実である。従って数多くの技
術論が組み入れられているが，そのことをもって直ちに実践理論を技術論と
見倣すことはできない。監査実践は既述のように，諸要素の複合体であるか
ら，技術面からだけで規定するわけにいかないのである。しかし，実践のな
かに占める技術の占有率は極めて高いので，技術に関する知識体系を実践理
論に織り込むことの可能性と妥当性には，一般の承認を得ると思う。 『技術
は，一方では，対象についての合理的認識と，それにもとづく構想を実現す
る諸手段の前後および同時的な選択と組み合わせについての有効な知識を前
(10) 
提とし，他方では，その作用を遂行する技能を要求する。』 のである。
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実践理論の性格を上のように解しておいて，次に実践理論と監査学理論と
の断絶の原因を追求せねばならない。もし，『真の科学的理論は，実践を拡充
し，それを新たな可能性へ方向づけるしまたらきをするものとして，実践の範
(11) 
囲内に属している。』 と言いうるならば，実践理論と監査学理論とは血縁的
連系があると仮定しても大過はないだろう。
監査実践のなかで主要な構成要素である技術は，本来， 目的達成への過程
における仕方を意味し，その仕方は，技術の適用過程に作用する経済的・社
会的条件や技術者の意識構造（知識・技能・好悪の感情等）によって左右さ
れる。従って，その仕方は複数的にならざるをえない。また，技術者の行動
が価値概念に基づく行動原理（規範）に支配されることは否めない。
これに対して，学問の存在様式の吟味には，研究対象と観（考）察法が重
要であって，その思考操作は，没価値的に論理性の追求をなし，真か偽かの
二者択ー的な仕方しかない。すなわち，研究の対象を客観的・実証的事実と
して取り上げて，それ自体のなかにもつ生起・進展あるいは停止・後退など
の変化を諸要因との関連で把握して，当該事象の本質的構造を解明するとい
う仕方である。
もし，上記の見解に誤がなければ，経営現象をあるがままの事実として
研究する仕方と，その事実をふまえて，それに対応して発動し合理性や能率
性等の価値判断に糊導されて生まれる行動（実践）を研究する仕方との間に，
脈絡のつく水路の発見が期待されるのではなかろうか。
さて，教育課程の問題にもどると，われわれは実践理論と純理論との連結
を成功させる研究成果を待望はするが，その完結の日まで教育作業を中止す
ることはできない。むしろ，両者の性格や機能を学習させ，その連関への思
考を剌戟することこそ教育的に意義のある指導理念であり，斯学の発展に資
する方向でもあると思う。
上記のように，監査教育の内容に純理論的面と実践的技術面の双方を取り
込み，カリキュラムを編成するという仕方は可能であり，有意義であるが，
(10) 勝田守ー著「教育と教育学」（昭和45年7月） p.68 
(11) 前田博著「教育本質論」（昭和33年 9月） p.22 
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それだけのことで，果して経営監査学の科学的独立性が保証できるであろう
か。
言うまでもなく，経営に関する経済的事象や社会的現象あるいは人間関係
の客観的もしくは実証的事実は，それぞれの専門的学問の研究対象となって
いる。監査学は，それらの諸科学の成果に関連なしには，関係認識も結果認
識もできない。その意味で諸学とインターディ、ンプリナリの不可欠なことは
自明である。しかし，関連諸学へのアプローチ自体が，経営監査学の科学的
独立性を保証するものでないことも明らかである。
本問題をさらに深く追求すると「経営監査」それ自体の定義を定着させる
ことが必要となる。すなわち，諸種の文化財から経営監査に適合する陶冶材
を選択するに当ってほ，あらかじめ選択原理（問題意識の原理）をもたねば
ならない。一経験対象を認識対象に昇華させる（現実の概念的再構成の）た
めにほ，問題選択の原理に確認されることが必要であるから。この場合選択
の薔導概念として「経営監査」の概念規定が要求されるのであるが，『監査の
定義それ自体についてさえも，いまなお一般的な合意に達するまでに至って
(12) 
いない状態にある。』 といわれる現状では，結局，言語主義的解釈か，循環
論にとどまって実質的な解明へ進捗することにならない虞が多分にある。
しかし，他面において，経営監査一経営診断の名称で呼ばれることもある
ーが現業として実施されており，その監査人を志望して勉学する学習者が存
在する事実を否定できない。教育的な立場では，その学習指導にそなえて教
材の編成に配慮しなければならない。その場合には，アプリオリ的な絶対的
な態度からでなく，実証的な合理的・相対的・組織的な原理に基づいて教科
内容を編成することは，必ずしも不可能ではないと思う。
ところで，上述のように関連科目の教科内容を関連づけ，あるいは吸収合
併して連系的に組織し編成するという方式は，単ー教科の烏合的集団として
のカリキュラムを思考する立場からでほなく，カリキュラムの発展形態であ
る「相関」もしくは「融合」を思考する立場からの見解である。この見解ほ，
従来の学問の細分化とは，逆行する教科の統合に着目するものにほかならな
(12) 山桝忠恕論稿「監査の行動効果」会計第96巻 5号（昭和44年11月） p.3 
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い。
ドラッカーは，『知識の分野は揺れ動いている。現在の「学部」「学科」およ
ぴ専門教育の間の境界の意味はなくなって来た。内容の理解と学習にとって，
(13) 
いずれも時代遅れで障害になっている。』＼という。
問題は，相関ないし融合カリキュラムの教育方法と制度化について深刻化
する。実際に，教育制度のなかに取り入れることの困難なために，これが実
施にふみきれなかった大学も少なくないのである。
昭和47年 4月から，発足する阪大の人間科学部（仮称）は，文学部の心理学・教育
学社会学科を分離し一学部にまとめるもの。医・理・法・エ各学部の教授陣の出張講
義を含め，•新しい学問領域として登場した「人間学」をカバー「人間とは何か」を科
学的，総合的に研究する。授業科目は人間形成論・行動学・政治社会システム論など
を予定し` ている。 （昭和46年 8月27日大阪毎日新聞）
『アメリカの学問ほ，専門分野の垣根をのりこえ，ある特定の問題にとり＜
むために，さまざまな専門知識をもった人びとを糾合する能力のゆえに知ら
(14) 
れてきたo』 また『毎日のように新しい専門誌がつくられては，専門分野間
の亀裂を埋め，超専門分野の接触や交配の増大を助長している。にもかかわ
らず，学校の教育課題だけは相変らず固定化したままである。所属学科の伝
統的なわくをこえた科目を教えようとする教員ほ，困難を覚えることが多く，
既存の学科のどこにもあてはまらない勉学を志す学生は，面倒なことに当面
(15) 
する公算が大きいo』そこで，『単なる寄せ集めではなく，真に超専門分野の
名にふさわしい科目をつくり上げるだけの能力を知的にも人間的にももった
(16) 
教員を採用するということが最も重大な問題となってくるのである。』
上記のように，教育の先進性を誇るアメリカの大学ですら総合教育課程の
採用には一般に難色を示すのであるが，他面，教育的環境を整備して理想的
教育に成功している大学も増大する傾向があるので，この問題についてほ，
(13) Peter F. Drucker‘、THEAGE OF DISCONTINUITY", 1969.林雄二郎訳
「断絶の時代一来るべき知識社会の構想」（昭和44年4月） pp.469-70. 
(14) David Riesman, Christopher Jencks "The Academic Revolution", 1968.国
弘正雄訳「大学革命ー変革の未来像」 (1969年3月） p.271. 
(15) 同書 p.272. 
(16) 同書 p.234. 
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将来も種々な論義を呼ぶことと予想されるのである。
さきに掲げたように，監査教育を意欲的に推進する場合に，取り組まねば
ならない第二の課題は，「経営監査人に必要な特質を養成するための教育的基
準が設定できるか」の問題である。つまり，監査人が監査業務を遂行するに
当って，当面するであろう問題を認識し解決するに役立つ教育の内容や方法
を決定する基準が設定できるかという問題である。この問題は，他の教科に
関する場合と同様に，絶対的な基準は見出し難いのではあるまいか。しかし，
すべての教科の系統学習に系列的な科目が選定されて，カリキュラムのスコ
ープとシークニンスが示されるように，経営監査の教科についても，その系
統学習のために必要ないし有用な科目を設定することはできる。次表は，そ
の一例を示すものである。
A 
B 
SOME COURSE TITLES that are worthy of consideration: 
Business Problems 
Decision Making 
Administrative Planning 
Managerial Accounting 
Systems and Procedures 
Financial Management 
Performance Measurement 
Advanced Auditing Methods 
Work Simplification Methods 
Auditing Objectives 
Report Writing 
Budget Planning and Control 
Human Relations 
Managerial Problems 
Communication in Business 
Developing Executive Abilities 
Machine Accounting Systems 
Bminess Research Operations Research 
Managerial Psychology Automation in Business 
Organization Analysis Special Problems in Management 
Production Planning and Schedule Shop Methods and Practices 
Cost Accounting Systems Psychological Testing 
(WILLIAM P. LEONARD, "The MANAGEMENT AUDIT" pp. 77-78) 
（註） 上記A表に示す科目は，大体，学部に配当された科目であって，若千のものを
除いて多くは，とくに監査人志望者向きの科目とまでは言えない種類のものである。
これに比して， B表の科目は学部ないし大学院における，やや高度の専門科目が
多い。監査人にして，さらに高度の専門教育の学習を志すならば，ゼミナール・通
信教育あるいは専門的職業学校で利用できる数多くの教科を見出すであろう。専門
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的職業人にとって，研究・学習は生涯をかける仕事であることは言うまでもない。
あとがき
昭和38年5月に開催の第22回日本会計研究学会において，「経営監査の教育
的可塑性」と題して研究発表した。その後，昭和39年2月に「経営監査の教
科的性格日」のテーマで小論を本論集（第八巻六号）に発表して以来，はや
10年近くの歳月が流れた。いま同テーマの第二部を終えるにあたって若干の
感慨なきをえない。とくに教育の方法に関して，監査能力の決め手になる分
析能力の育成や，経営監査の実践で難渋の予想される監査基準に関する知識
構造の問題に触れなかったことほ心残りであった。未来学的教育の問題も未
解決のままである。他日，もしも好機をえたら，それらの問題に取り組みた
いと考えている。
